予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費　　　
	事業名　産業人材育成連携基盤構築事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　産業技術課　産業人材育成係　電話番号：058-272-1111（内3132）

　　　　　　　E-mail： c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　　　　3,400千円（前年度予算額：3,400千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,400

	要求額
	3,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,400

	決定額
	3,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,400


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・県内では、さまざまな機関が産業人材育成を実施している。

・産業人材育成を実施している２０団体による連携組織「岐阜県産業人材育成連携推進協議会」(構成団体：岐阜県、大学、高専、商工会議所連合会、岐阜労働局　等)が、それぞれ有する人材育成ノウハウや設備等を活用し、体系的な産業人材育成を実施することにより、岐阜県のモノづくり産業の高度化・活性化を促進することが可能となる。

　
（２）事業内容
○協議会

　＊協議会及び幹事会を開催し、産業人材育成の課題等について検討する。

○実務担当者研修

＊協議会構成団体の実務担当者のノウハウ共有とレベルアップを図る研修を実施する。

○産業人材育成プログラム検討会議

　＊協議会の部会として、関係機関を加え、基礎技術から先端技術、高校生など

の産業人材候補生から企業経営者に至る、段階、階層に応じた、体系的

な産業人材育成プログラムに関する検討を行う。
○ホームページ管理

　　＊県内で実施されている職業訓練や人材育成研修情報を集約して、ホームペ

　　　ージ「ぎふ産業人材育成ポータル」にて、県民に一元化提供する。

○産業人材プラットフォーム連携講座

　＊協議会の構成団体が有する産業人材育成に関するノウハウや設備を活用

して、県内モノづくり企業が抱える課題を克服するための研修プログラム

を企画・実施する。「工場長塾」、「部門長塾（現場の管理者レベルアップ講座）」、「未来の産業人材指導者レベルアップ講座（熟練技能指導者養成講座）」、「モノづくり女子レベルアップ講座」

（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10（県主催事業のため）
（４）類似事業の有無
・【埼玉県】埼玉県産業人材育成プラットフォーム（連携基盤）
・【宮城県】みやぎ産業人材育成プラットフォーム

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	976
	研修講師謝金

	旅費
	274
	研修講師旅費、打ち合わせ旅費

	消耗品費
	689
	研修材料費、コピー代

	委託料
	1,215
	研修事業委託費

	その他
	246
	会場借り上げ料、保険料、通信運搬費

	合計
	3,400
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・「第９次岐阜県職業能力開発（産業人材力底上げ）計画～雇用セーフティネットの強化と産業人材の育成・確保に向けて～」
　第４　基本的施策と実施目標

　　　３　産業人材の育成・確保

　　　　（２）企業在職者に対する職業能力開発の支援

（２）国・他県の状況

・【埼玉県】埼玉県産業人材育成プラットフォーム（連携基盤）

　　県内の産業人材育成にかかる産業界、労働界、教育界及び行政が、共通の基盤を構築し連携を強化して産業人材の育成を図る。

・【宮城県】みやぎ産業人材育成プラットフォーム

　　地域産業の中核的な人材（＝産業人材）を育成するため，産学官の人材育成関係機関等を構成員として設立した連携組織。人材育成の理念や方向性について共通の現状認識のもと協議・調整する場として，効率性・実効性を念頭に人材育成関係機関等の実務担当者で構成し，育成策の体系的整理を図り，今後の具体的な人材育成プログラムを企画・検討。

（３）後年度の財政負担
・事業実施後のアンケート調査等を参考に、毎年見直していく。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内の産業人材育成機関が連携し、それぞれが有するノウハウ、設備等を活用しながら、効果的な研修を実施し、産業振興を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	「工場長塾」修了者数

	（H  ）
	28人
（H23）
	27人
（H24）
	30人
（H25）
	20人
（H26）
	150％


	「部門長塾」修了者数

	（H　）
	（H　）
	（H　）
	25人
（H25）
	20人
（H26）
	125％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○「工場長塾」

　平成25年11月7・14・21・28、12月5日（計5日間） 30社参加（予定）
· 「熟練技能指導者養成講座（高校教員対象）」　

４講座（【機械系1】技能検定「機械保全」の資格取得と指導法、【電気系】組込マイコン制御、【科学分野】簡易分析法を用いた水質環境分析と評価技術の習得、【機械系2】「ロボット制御」に関する基礎知識と技術の習得　（平成25年8月開催、50人参加）

○「部門長塾（在職者対象）」

　平成25年8月27、9月10・25、10月8・22、11月12・26、12月10日（計8日間）　25社参加


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　「工場長塾」は4年目を迎え、平成25年度についても前年に引き続き、1社1名と限定した中、早々（募集開始後数日）に定員以上の応募があったことからも、ニーズが認められる。受講者は、県内企業の現場を預かる立場にあることから、研修を通じて生まれるネットワークを活用した今後の企業連携等が期待できる。

「熟練技能指導者養成講座（高校教員対象）」についても、講座参加者の満足度は高く、高校教員については、各学校における指導の中で研修成果の活用が期待できる。26年度に関しては、より「未来の産業人材育成」のための指導者養成という観点と、高校生の技能検定受検促進という観点から研修内容を組み立てる予定。

25年度新規に開講した「部門長塾（現場の管理者レベルアップ講座）」も、20社定員のところ、25社を超える企業からの応募があり、ニーズの高さがうかがえる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	· 階層別研修のうち、管理者レベル（工場長、部門長）の研修は、対象者が限られることから、1社では取り組みづらい。県内他企業との異業種交流を含めた観点においても、県が取り組む事業の必要性が高い。

・「未来の産業人材指導者レベルアップ講座（熟練技能指導者養成講座）」に関しては、未来の産業人材となる工業高校生に対し、より高度な技術を付与するため、また、技能検定受検促進のため、教員のスキルアップの機会として必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	研修参加者及び研修参加者の送り出し企業等からの評価はおおむね高く、効果的な事業となっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	講師について、なるべく県内または近隣県在住者で、各研修講師としてふさわしい方を依頼し、旅費の節減に努めている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
経済・社会状況の変化や、受講者・県内企業のニーズに合わせたカリキュラムの再編、講師の選定を的確に行っていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

受講者・県内企業のニーズに合わせた内容で、研修テーマも随時見直しを図りながら、今後も継続して実施する。


